
平 和 宣 言 
 

被爆 60周年の 8月 6日、30万を越える原爆犠牲者の御霊
み た ま

と生き残った私たちが幽明
ゆ う め い

の界
さかい

を越え、

あの日を振り返る慟哭
ど う こ く

の刻
と き

を迎えました。それは、核兵器廃絶と世界平和実現のため、ひたすら

努力し続けた被爆者の志を受け継ぎ、私たち自身が果たすべき責任に目覚め、行動に移す決意を

する、継承と目覚め、決意の刻
と き

でもあります。この決意は、全
す べ

ての戦争犠牲者や世界各地で今こ

の刻
と き

を共にしている多くの人々の思いと重なり、地球を包むハーモニーとなりつつあります。 
 
その主旋律は、「こんな思いを、他

ほ か

の誰
だ れ

にもさせてはならない」という被爆者の声であり、宗教や

法律が揃
そ ろ

って説く「汝
なんじ

殺すなかれ」です。未来世代への責務として、私たちはこの真理を、なか

んずく「子どもを殺すなかれ」を、国家や宗教を超える人類最優先の公理として確立する必要が

あります。9 年前の国際司法裁判所の勧告的意見はそのための大切な一歩です。また主権国家の

意思として、この真理を永久に採用した日本国憲法は、21世紀の世界を導く道標
みちしるべ

です。 
 
しかし、今年の 5 月に開かれた核不拡散条約再検討会議で明らかになったのは、アメリカ、ロシ

ア、イギリス、フランス、中国、インド、パキスタン、北朝鮮等の核保有国並びに核保有願望国

が、世界の大多数の市民や国の声を無視し、人類を滅亡に導く危機に陥れているという事実です。 
 
これらの国々は「力は正義」を前提に、核兵器の保有を入会証とする「核クラブ」を結成し、マ

スコミを通して「核兵器が貴方
あ な た

を守る」という偽りの呪
まじな

いを繰り返してきました。その結果、反

論する手段を持たない多くの世界市民は「自分には何もできない」と信じさせられています。ま

た、国連では、自らの我儘
わ が ま ま

を通せる拒否権に恃
た の

んで、世界の大多数の声を封じ込めています。 
 
この現実を変えるため、加盟都市が 1080に増えた平和市長会議は現在、広島市で第 6回総会を開

き、一昨年採択した「核兵器廃絶のための緊急行動」を改訂しています。目標は、全米市長会議

や欧州議会、核戦争防止国際医師の会等々、世界に広がる様々な組織や NGO そして多くの市民と

の協働の輪を広げるための、そしてまた、世界の市民が「地球の未来はあたかも自分一人の肩に

懸かっているかのような」危機感を持って自らの責任に目覚め、新たな決意で核廃絶を目指して

行動するための、具体的指針を作ることです。 
 

まず私たちは、国連に多数意見を届けるため、10月に開かれる国連総会の第一委員会が、核兵器

のない世界の実現と維持とを検討する特別委員会を設置するよう提案します。それは、ジュネー

ブでの軍縮会議、ニューヨークにおける核不拡散条約再検討会議のどちらも不毛に終わった理由

が、どの国も拒否権を行使できる「全員一致方式」だったからです。 
 

さらに国連総会がこの特別委員会の勧告に従い、2020 年までに核兵器の廃絶を実現するための具

体的ステップを 2010年までに策定するよう、期待します。 
 
同時に私たちは、今日から来年の 8 月 9 日までの 369 日を「継承と目覚め、決意の年」と位置付

け、世界の多くの国、NGO や大多数の市民と共に、世界中の多くの都市で核兵器廃絶に向けた多

様なキャンペーンを展開します。 
 

日本政府は、こうした世界の都市の声を尊重し、第一委員会や総会の場で、多数決による核兵器

廃絶実現のために力を尽くすべきです。重ねて日本政府には、海外や黒い雨地域も含め高齢化し

た被爆者の実態に即した温かい援護策の充実を求めます。 
 
被爆 60 周年の今日、「過ちは繰返さない」と誓った私たちの責任を謙虚に再確認し、全

す べ

ての原爆

犠牲者の御霊
み た ま

に哀悼の誠を捧
さ さ

げます。 
 
「安らかに眠って下さい 過ちは繰返しませぬから」 
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